
介護保険・「制度改正内容とその意図」
～厚生労働省による、説明を踏まえて～

「2部」についての構成

〇本日のグランドルール
〇令和3年度制度改正
・他サービスの改正
・居宅介護支援事業について
〇その他



「情報提供」を始める前に、「グランドルール（参加者全員の約束事）」

〇情報提供のテーマは、介護保険制度改正・２０２１年、

～厚労省が公開の場で伝えている制度改正の考え方、狙い～

→ので、「解釈や具体的な手順（例えば「会議の開き方」「書類の書き方」など）」は、

“厚労省は、通知されている以上”のことは示していないし、情報提供の中でも示せ

ません。

→また、「制度改正全体の説明」の情報提供でも、ありません。制度改正全体を60分位で伝える

のは、「無理」 です。改正の狙いや意図を主に把握している内容について、情報提供いたします。

→どちらかというと、「今後、時々、地域で意見交換などしつつ、保険者とともに、解

釈や手順を考えるための情報提供」でございます。

そのため、「ケアマネ」も「保険者」も、この情報提供では、同じ立場（イーブン）

の認識で、お聞きください。

～もしかすると、「町田市」に限らず、保険者が知らない話があるかもしれません！？～



始めるにあたり、エピソード・・
〇「自立に資する訪問介護 生活援助の活用の考え方と参考事例によるケアプラン記載例集」

・「ご縁」があって、

想定事例の検

討をした。

☆2018年3月刊行



始めるにあたり、エピソード・・

厚労省「全国介護保険・高齢者保健福祉担当
課長会議（2018年3月6日）」

老健局振興課（当時）資料（PDF 30、31）

多職種による自立に向けたケアプランに係る

議論の手引き」(介護保険最新情報Vol.685)



令和3年度 介護保険制度改正

居宅介護支援

パート１（関連編）



厚労省資
料

医療と介護の連携の推進



厚労省資料

医療と介護の
連携の推進
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厚労省資料

医療と介護の
連携の推進



令和3年度 介護保険制度改正

各サービスにおいて



厚労省資料訪問介護



厚労省資料

訪問介護



訪問介護

厚労省資料



訪問入浴介護

厚労省資料



訪問入浴介護 厚労省資料



通所介護

厚労省資料



通所介護

厚労省資料



通所介護

厚労省資料



通所介護

厚労省資料



厚労省資料



令和3年度 介護保険制度改正

居宅介護支援 パート２



今回の「切り口」・・
職能団体
東京都介護支援専門員研
究協議会「要望書」より



１．「利用者が自己負担なく居宅介護支援を受けられる環境の維持」
→ 昨年の研修を思い出しませんか？



公正中立性を確保するための取組案・１
独立かつ一定規模以上事業所

独立かつ一定規模以上事業所＋運営推進会議
（地域密着型居宅介護支援事業所の新設も）

メリット

・経営的なプレッシャーのかかりにくい環境、専門性を担
保しやすい環境になる。
・一定規模以上にすることで、ケアマネジャーの研修の
受講が容易になり、事業所内のOJTが促進される。
・現在の制度の建てつけを大きく変更する必要がない
（基準や介護報酬の変更のみ）。
・ケアマネジャーが休暇を取得がしやくなる。
・独立型であることを好む介護支援専門員がいるため、
採用が優位に働く場合があり、かつ離職率の低下につな
がる。
・事業の透明性を図りやすく、新規の依頼を獲得しやす
い。

・運営推進会議の導入により、市民の監視の目が入る
ことで公正中立性の確保が期待できる。
・運営推進会議の場で情報（集中減算の数字）が公
開されることから、利用者の情報非対称性が薄まる可能
性がある（モラルハザードの防止）。
・地域密着型居宅介護支援事業所だけの基準緩和が
可能になる（担当件数が35件以上担当できる、など）。

デメリット

・公正の確保になるとは限らない。
・独立型の効果検証、給付抑制の効果等が明らかになっていない。
・独立性の担保が難しい（分社化・子会社化）。
・いわゆる1人ケアマネが存在できなくなる。
・併設型の居宅介護支援事業所から大きな反発を受ける可能性
がある
・独立型は資源が限られる地方部では難しい。
・地域包括支援センターが利用者が希望するサービスとセットでの
ケアマネジメントを好む場合があり、独立型は依頼を受けづらい

・運営推進会議に出席が求められる市町村や包括の業
務負担が増える
・運営推進会議自体が形骸化している場合が多く、期
待される効果が見込めるか不明（運営推進会議の運
営方法の検討が必要）

⇒一事業所当たりの紹介率を公表することなどが必要（マローサウンズカンパニー・大阪府調査）
25

下の「事業所当たりの紹介率」で、何か思い出しませんか？



厚労省資料

地域包括ケアシステ
ムの推進

居宅介護支援

１．「利用者が自己負担なく居宅介護支援を受けられる環境の維持



また、その一方で・・・
出典：（一社）日本介護支援専門員協会 ホームページより



また、その一方で・・・



厚労省資料

2．「プロフェッショナルとしてケアマネジメントを実施できる環境の整備」

居宅介護支援 等



厚労省資料

地域包括ケアシステ
ムの推進3．「給付実績に結びつかないケアマネジメントの評価」

居宅介護支援



厚労省資料

報酬体系の簡素化その他・・であるが、「３」に関係する事柄



厚労省資料

地域包括ケアシステ
ムの推進その他



その他／「LIFE」。今回の改正では、努力義務で活用する形で「居宅介護支援」には、

あまり影響はない？ようですが・・・将来は！？



令和3年度 介護保険制度改正
認知症に関する見直し

ー「認知症施策推進大綱」を踏まえー

厚労省資料
（厚労省ホー
ムページよ
り）



厚労省資料



厚労省資料



厚労省資料



認知症
対応型
共同生
活介護

厚労省
資料



認知症
対応型
共同生
活介護

厚労省
資料



下記、引用資料等

○厚生労働省 社会保障審議会介護給付費分科会（第198回、第199回）」

〇厚生労働省 ホームページ「令和3年度介護報酬改定について」

資料「令和3年度介護報酬改定における改定事項について」

〇セミナー「令和3年度介護報酬改定について」（令和3年4月7日）資料

（講師 厚生労働省老健局 認知症施策・地域介護推進課 平井智章氏）

〇セミナー「令和3年度介護報酬改定について」（令和3年4月15日）資料

（講師 厚生労働省老健局 老人保健課長 平子哲夫氏）

業務後のご参加、
ありがとうございました・・・


